意　見　書
平成１２年１２月４日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号　102-8401
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(\s\up 13(（ふりがな）),氏　　名)　 eq \o\ad(\s\up 11(かぶしきがいしゃ),株式会社)ディーディーアイ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　 eq \o(\s\up 11(おくやま),奧山)　 eq \o(\s\up 11(ゆうさい),雄材)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年１１月１７日付け郵通議第３１６６号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。
（別紙）

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気

通信設備に関する接続約款の変更案に対する意見等について
１．東相制第００－１７０号及び西相制第１１４号に対する意見

（１）相互接続点設置に関する標準的期間について


【意見】

　第１０条の２第３項に規定する「事前照会」を行っている場合には、既にある程度の情報を得ていることから、事前照会にかかった期間を明示し、その期間を差し引いた期間としていただきたい。


【意見】

　ＮＴＴ申請案によるとＰＯＩの設置の申し込み～工事の着手までの期間は以下のようになっております。

（ア）接続事業者が工事をする場合：１ヶ月

（イ）ＮＴＴが工事をする場合　　：２ヶ月

当該期間の必要性を明らかにしていただきたいと考えます。

なお、期間の規定につきましては（ア）の場合は接続事業者が既に設備を設置している局舎で工事を行う場合については、既に工事を行う環境が整っていると考えられることから２週間とし、特別な事情がある場合についてはその理由を事業者に明示した上で１ヶ月としていただきたい。

　（イ）につきましては（ア）と比較して請負契約の事務処理やＮＴＴの線表調整の期間がかかると思われますが、その期間を含めて１ヶ月が適当と考えます。また、特別な事情がある場合に限り（ア）と同様にその理由を事業者に明示した上で２ヶ月としていただきたい。

２．東相制第００－１７５号及び西相制第１１５号に対する意見

接続料金について


【意見】

　端末回線伝送機能（ＭＤＦ等での接続の場合）の接続料は回線単価が交換伝送機能等と比較して低いため、接続料に占める回線管理運営費の割合が非常に高くなっております。本機能のように単価が低い機能の回線管理運営費につきましては、公衆電話や携帯電話の料金回収手続費のように比率を用いる等の方法で、より低廉な接続料の設定をして頂きたいと考えます。また、その際の算定方法としては例えば、交換伝送機能に占める設備管理運営費の比率を用いる方法が考えられます。

　また、現段階では本機能の提供実績が少ないと思われます。今後、提供実績が多くなった際には本機能独自の算定について検討することを要望します。


【意見】

　ＭＤＦでの接続についてはまだ回線数等がさほど多くないため十分な故障内訳の把握ができていないのではないかと思われます。本費用を算定した根拠となる「端末系伝送路の試験受付項目」とＤＳＬの故障実態との整合性について説明して頂くのに加え、ＤＳＬのこれまで発生した故障内訳の公開を要望します。また、将来的にはＤＳＬの故障実績を基に算定することを要望します。

３．東相制第００－１７８号及び西相制第１１８号に対する意見


【意見】

　作業単金及び手続費は現在適用されている単金よりも低くなっていますが、算定根拠をみると物件費比率については上昇する傾向となっております。物件費は、本来人の稼動に伴って最低限必要となる経費項目が積まれるべきであり、通信用設備に付随する材料・物品等は算定の対象外とされるべきと考えております。

　現在の算定根拠資料では、どのような費用項目がそのような考えに基づき算入されているのか不明確なため、算定根拠内訳（特に物件費）の開示を要望するとともに、上述についての検証が必要と考えております。

＊組織名の敬称は省略させていただいております。

以　上






















第２表　工事費及び手続費


（略）





②故障受付費について





①料金表第１表接続料金２料金額について





②相互接続点の設置の申し込み～工事着手まで


（接続に必要な装置などの設置に係る標準的期間）


第９２条の４


（略）





①相互接続点の設置に関する回答まで


（相互接続点の調査）


第１０条の３第５項


　当社は第３項の検討の結果、次の各号のいずれにも該当しないと判断した場合は、特別の事情がない限り、その検討の対象が通信用建物内のみとなるときにあっては１ヶ月以内、それ以外のときにあっては１ヶ月半以内にその通信用建物内に相互接続点を設置することができる旨の回答を（略）














